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７日 ６月景気動向一致指数、３カ月連続の改善

６月の景気動向一致指数（CI、速報値、2020年=100）は、前月比0.9Ｐ上

昇の115.2と３カ月連続の改善。一致指数を構成する10項目（集計済

み８項目）のうち、鉱工業生産指数など６項目が指数を押し上げた。

７日 2022年度食料自給率、生産額ベース前年度比５Ｐ低下

2022年度の食料自給率は、カロリーベースが前年度と同じ38％、生

産額ベースは前年度比５Ｐ低下の58％。国際的な穀物価格の上昇

などから、生産額ベースは比較可能な1965年度以降で最低を更新。

８日 ６月家計調査報告、１世帯当たりの消費支出27万5,545円

６月の家計調査報告によると、１世帯（２人以上の世帯）当たりの消費

支出は27万5,545円。物価変動の影響を除いた実質は前年度比4.2％減

と４カ月連続のマイナス。食料品などの支出減が消費を押し下げた。

８日 ７月景気ウォッチャー調査、２カ月ぶりに改善

７月の景気ウォッチャー調査によると、景気の現状判断指数

（DI、季節調整値）は前月比0.8Ｐ上昇の54.4と２カ月ぶりに改

善。家計動向、企業動向、雇用関連すべての指数が前月比上昇。

８日 ６月国際収支状況、経常収支の黒字幅拡大

６月の国際収支状況（速報）では、海外とのモノやサービスなどの

取引状況を示す経常収支が前年同月の約３倍となる１兆5,088

億円と黒字幅が拡大。貿易収支が黒字転化したことなどが影響。

８日 ７月全国企業倒産件数、前年同月比53.4％増

７月の全国企業倒産件数（負債額1,000万円以上）は、前年同

月比53.4％増の758件と16カ月連続で前年同月を上回った。

新型コロナウイルス関連倒産件数は同56.6％増の271件。

17日 ７月貿易統計、貿易収支２カ月ぶりの赤字

７月の貿易統計（速報）によると、輸出から輸入を差し引いた貿易

収支は、鉱物性燃料や半導体等製造装置等の輸出減の影響もあり、

前年同月比94.5％減のマイナス787億円と２カ月ぶりの赤字。

18日 2023年度地域別最低賃金改定額全国加重平均1,004円

厚生労働省は、各地方最低賃金審議会が答申した2023年度の

地域別最低賃金改定額が出そろった結果、全国加重平均額が

時給で1,004円と昨年度から43円の引き上げになると発表。

28日 ８月月例経済報告、国内景況感は前月判断を維持

８月の月例経済報告は、国内の景気判断を「緩やかに回復している」

で据え置き。個別の判断では、住宅投資を「おおむね横ばい」と引き

下げる一方、輸出は「持ち直しの動きがみられる」と引き上げた。

28日 レギュラーガソリン、店頭価格全国平均185.6円

資源エネルギー庁によると、レギュラーガソリン店頭現金販売価格

（消費税込み）の全国平均（８月28日時点）は、円安の影響を受け１リッ

トル185.6円と1990年以降の最高値185.1円を15年ぶりに超えた。

１日 都城市、2022年度ふるさと納税受入額日本一

総務省の2023年度実施ふるさと納税に関する現況調査結果に

よると、団体別で都城市が受入額195億9,300万円で日本一。

本県への受入総額は466億4,400万円で都道府県別では３位。

２日 高千穂町でクリフダイビング世界選手権開催

自然の地形を利用して広く深い水域を見下ろす断崖や絶壁などから

様々なスタイルで飛び込む熟練の技を競うクリフダイビングの世界

選手権が、県を代表する景勝地高千穂町の高千穂峡で開催された。

７日 延岡市、東武トップツアーズ㈱と包括連携協定締結

延岡市と東武トップツアーズ㈱（東京都）は、双方の資源や人材を有効に活

用した協働によるまちづくりを推進することで、新たな地方創生を実現し

延岡市の活性化などに資することを目的とした包括連携協定を締結。

10日 宮崎地方最低賃金審議会、今年度最低賃金を答申

宮崎地方最低賃金審議会は、今年度の最低賃金を現在の県最低賃金

時間額853円から44円引上げの897円へ求める旨を宮崎労働局長へ

答申。改正された最低賃金は最短で10月６日から適用の見通し。

16日 2022年度県内 MICE、延べ参加者数４万3,279人

2022年度に本県で開催された MICE（学会や企業・団体等の会議な

ど）の開催件数は、国際規模の学会や会議があったことから、前年度

比66件増の104件で、延べ参加者数は同３万821人増の４万3,279人。

19日 延岡市、「のべおか旅っチャ」キャンペーン開始

延岡市とNEXCO西日本九州支社（福岡市）は、高速道路を利用して各

地域へ誘客を図る「のべおか旅っチャ」キャンペーンを開始。小型カ

プセル型自動販売機を利用し、必ず購入額以上のチケットが買える。

21日 西都市、農業現場ＤＸ化で２社と包括連携協定締結

西都市は、農業現場のデジタルトランスフォーメーション（DX）化を

目指し、（同）クロップウォッチおよびメルヘングループ（同）（東京都）

と包括連携協定を締結。農作業の負担軽減や新規参入促進を図る。

22日 県、理美容、クリーニングの支援事業開始を発表

県は、物価高と光熱費高騰で経営が落ち込む理美容とクリーニング業

を支援するために、キャッシュレス決済によるポイント還元事業を９

月から開始すると発表。期間は 11 月末まで。最大 30％が還元される。

22日 西都市、「みんなではじめるデジタル変革宣言」を行う

西都市は、世界に誇れる文化を育んだ郷土に暮らす市民一人ひと

りが活躍する、安心で心豊かな暮らしを、社会デジタル化を通じて

実現する「西都市みんなではじめるデジタル変革宣言」を行った。

30日 宮崎市、運転代行アプリ提供会社と連携協定締結

宮崎市は、㈱ Alpaca.Lab（沖縄県）と相互の知見や資産などを生か

し、市域経済循環につなげる連携協定を締結。同社はアプリを活用し

た運転代行による公共交通の補完的役割に関することなどを行う。


